
   

大規模な建物では、消防・防災システムの高度化、建築設計の複雑化、新技術の採

用などにより、防火管理業務の増大と複雑化が進んでいます。 

このことから、防火管理の実効性を確保するため、防火管理者や統括防火管理者の

業務を補助する防火管理技能者を配置することを義務付ける制度です。 

防火管理技能者は、防火管理技能講習を修了し、原則として、その建物に勤務して

いる必要があります。 

 

防火管理者の選任の義務があり、以下のいずれかに該当するものが対象です。 

１ 特定用途の防火対象物（小特対象物※を除く。）で 

① 地階を除く階数が 11 以上で延べ面積が１万㎡以上のもの 

② 地階を除く階数が５以上で延べ面積が２万㎡以上のもの（①を除く。） 

２ 地下街で延べ面積が１万㎡以上のもの 

３ 非特定用途の防火対象物及び小特対象物※で 

① 地階を除く階数が 15 以上で延べ面積が３万㎡以上のもの 

② 地階を除く階数が 11 以上で延べ面積が１万㎡以上のもののうち防災センターが設置

されているもの（①を除く。） 

４ 上記１から３に掲げる防火対象物以外の防火対象物で、延べ面積が５万㎡以上のもの 

 

※「小特対象物」とは、消防法施行規則第１３条第１項第２号に定める「小規模特定用途複合

防火対象物」のことで、特定用途の複合用途防火対象物のうち、特定用途に供される部分

の床面積の合計が延べ面積の１０％以下かつ３００㎡未満のものをいいます。 
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《《防防火火管管理理技技能能者者のの責責務務》》 

① 防火管理業務計画の作成・届出 

② 防火管理業務計画に基づき、防火管理業務の補助の実施記録を作成し保管をする 

③ 防火管理者や統括防火管理者の指示を受け、計画に従い防火管理業務の補助を行う 

④ 一定期間ごとに防火管理技能再講習を受講する 

⑤ 誠実に職務を遂行する 
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防災管理者が必要な防火対象物で、管理について権原が分かれている場合は、全ての管

理権原者が協議して、統括防災管理者を選任し、全体についての防災管理に係る消防計画

を定め、それに基づく建物全体の避難訓練・防災管理上必要な業務を行う必要がありま

す。（「防災管理者が必要な防火対象物」については、12 ページをご覧ください。） 
 

※ 統括防火管理制度も該当する場合は、統括防災管理者と統括防火管理者は、同一の者

を選任し、一体的な管理を行います。 

消防計画は、防火管理が義務となる防火対象物及び各テナントの防火管理者が作

成します。しかし、統括防火管理者の選任が義務となる防火対象物では、管理権原

の及ぶ範囲が不明確であったり、自衛消防訓練も部分的なものに留まりがちです。 

このため、「全体についての消防計画」では、管理権原の範囲を明確にし、防火

対象物全体の総合的な訓練の実施などを定めることを義務付けています。 
  
「全体についての消防計画」に定める事項は、以下のとおりです。 

 ① 防火対象物の管理権原者の当該権原の範囲 

② 防火対象物の全体についての防火管理上必要な業務を一部委託した場合、受託者の氏名、住所、

受託者の行う防火対象物の全体についての防火管理業務の範囲・方法 

③ 防火対象物の全体についての消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練その他防火対象物の 

全体についての防火管理上必要な訓練の定期的な実施 

④ 廊下、階段、避難口、安全区画、防煙区画その他の避難施設の維持管理及びその案内 

⑤ 火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導 

⑥ 火災の際の消防隊に対する当該防火対象物の構造その他必要な情報の提供及び消防隊の誘導 

⑦ 上記に掲げるもののほか、防火対象物の全体についての防火管理に関し必要な事項 

※ 各防火管理者の作成する消防計画は「全体についての消防計画」に適合させなければなりません。 

 

 統括防火（防災）管理の届出等は、東京消防庁公式ホームページ（事業所の方へ⇒ 

防火・防災管理⇒統括防火防災管理者制度について）を参照してください。 

管管理理のの権権原原をを有有すするる者者のの当当該該権権原原のの範範囲囲 

管理権原の範囲 

① Ａ建物株式会社 

② Ｂ商事株式会社 

③ 株式会社Ｃ食品 

④ Ｄ不動産株式会社 

⑤ Ｅ金属株式会社 

⑥ 株式会社 F事務所 
 

①①  

②②  ③③  

④④  

⑥⑥  ⑤⑤  
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